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（午後７時００分  開会） 

○松矢部会長 それでは、定刻になりましたので、東京都障害者施策推進協議会の第５回

専門部会を開催いたします。よろしくお願いいたします。  

  まず、事務局から各委員の出席状況の報告及び資料の確認等をお願いいたします。  

○小川課長 本日はお忙しい中、委員の皆様にはご出席を賜りましてまことにありがとう

ございます。  

  本日は、水野委員、中西委員、笹生委員からご欠席のご連絡をいただいております。

今現在、小倉委員、山下委員は遅れて来られるという状況でございます。  

  座らせていただきます。  

  続きまして、配付資料の確認をさせていただきます。まず、資料１、東京都障害者施

策推進協議会専門部会委員名簿。資料２、東京都障害者施策推進協議会書記名簿。資料

３、東京都障害者計画・第４期東京都障害福祉計画の策定に向けて（素案）。資料４、

東京都保健医療計画（平成２５年３月改定）の概要。資料５、東京都福祉のまちづくり

推進計画について。資料６、東京都子供・子育て支援事業支援計画（仮称）の策定。資

料７、都立知的障害特別支援学校高等部の職業教育・就労支援の充実について。資料８、

災害時要配慮者対策について。  

  あと、委員提出資料といたしまして、安部井委員、中西委員、橋本委員、矢野委員、

あと、今日、席上配付になってしまいましたが、笹川委員からご意見をいただいており

ます。あと、参考資料といたしまして、平成２５年度都内における障害者虐待の状況に

ついてをおつけしております。  

  なお、本専門部会は、資料、議事録とも原則公開とさせていただいております。本日

は、一般の傍聴者の方もお見えになっておりますので、あらかじめご承知おき願いたい

と思います。  

  事務局からは以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございました。  

  それでは、議事に入ります。本日は、議題として一つ目に、東京都障害者計画・第４

期東京都障害福祉計画の策定に向けて（素案）について、議題の二つ目に、障害福祉以

外の分野についてとなっておりまして、それぞれの関連資料が配付されています。  

  まず、事務局から各議題について、資料説明をお願いいたします。  

○小川課長 それでは、資料３、今回の素案についてご説明を申し上げます。  

  前回、東京都障害福祉計画の成果目標の考え方を区市町村にお伝えするための東京都

の考え方（案）をお示しいたしましたが、本日の資料は、委員の皆様からいただいたご

意見や都の施策の実施状況等も踏まえまして加筆し、協議会の提言の形に近づけた形で、

素案とさせていただきました。  

  本日は、二つ目の議題のほうで、この後、障害福祉以外の分野についてもご審議をい
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ただきますので、この素案には、障害福祉以外の部分については項目のみの記載となっ

ております。（仮）で未作成という表示になっている部分でございます。  

  １枚目と２枚目は、目次になっております。前回お示しした障害者計画の課題のイメ

ージに沿った構成となっております。  

  目次に続きまして、１ページ目は、「はじめに」として、障害者権利条約や条約批准

に先立つ国内法令整備の経過など、次期計画策定の背景となる障害者施策における大き

な動きについて、記載をしております。  

  ３ページ目は、基本理念になります。「はじめに」で掲げました障害者基本法や総合

支援法、差別解消法、雇用促進法等の理念について、加筆をさせていただいています。

それらの法の理念やこれまで東京都が進めてきた施策の理念のもと、三つの基本理念は

維持していくことが書かれております。また、三つの施策目標のうち、施策目標の２に

つきましては、前回のご意見を受けまして、社会で生きる力を高める支援の充実として

の充実の部分を追加させていただいております。  

  ２ページめくっていただいて、６から７ページのあたりに、障害福祉サービス等の提

供体制に係る基本的な考え方やサービスの必要見込量、見込量を確保するための方策に

ついて、おおむね前回にお示ししました都の考え方と同様の内容で書かせていただいて

おります。  

  ８ページの相談支援体制の整備につきましても、ほぼ前回同様の内容でございます。  

  ９ページは、国の障害者基本計画に差別の解消及び権利擁護の推進が新たに加わった

ことなども踏まえまして、虐待防止と権利擁護について、前回よりも加筆をしてござい

ます。なお、ここに記載しております２５年度の障害者虐待の件数や対応状況の詳細に

ついては、参考資料として添付してございますので、後ほどご覧いただきたいと思いま

す。  

  １０ページには、サービスの質の確保・向上について、追記させていただきました。

また、同じく１０ページの地域生活支援事業等については、おおむね前回同様の内容と

なっております。  

  １１ページの第３におきましては、地域移行に関する成果目標等についての記載とな

っております。福祉施設からの地域移行の考え方は、都の基本的考え方（案）でお示し

したとおり、国基本指針に即した１２％の移行を目指すこと、未達成割合を上乗せする

ことについては、都の実情を踏まえるべきこと、目標達成のための取り組み等が書かれ

てございます。  

  １３ページの入所施設の定員に関する考え方も、前回と同様に、現行の計画の目標を

継続することを記載しております。  

  １４ページは、入院中の精神障害者の地域移行に関する成果目標についてです。前回

のものに、精神保健福祉法の改正等についても加筆させていただいています。  

  また、１５ページの地域移行に関する成果目標も、前回お示ししているとおり、国の
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指針どおりの内容を掲げることにしてございます。  

  １６ページの目標達成のための方策ですが、長期在院者の退院支援の取り組みと長期

在院者をつくらない取り組みの必要性について、書いてございます。同じく１６ページ

の一般住宅への移行支援につきましては、今後、記載していく予定でございます。同じ

く１６ページの地域生活支援拠点等の整備につきましても、前回の記載内容と同様とな

っておりますが、１７ページの四つ目の丸のところで、前回のご意見を踏まえまして、

「重度の障害者が地域での生活を継続できるよう」という文章を追記してございます。   

目標としましては、国の基本指針を基本として設定しつつ、国の動向等も踏まえて、必

要な支援等を検討することとしております。  

  １７ページの第４、保健・医療・福祉等の連携による障害特性に応じたきめ細やかな

対応は、前回よりも各項目について詳しく書き込んでございます。１は精神障害者につ

いてでございますが、後の議題で取り上げる東京都保健医療計画の内容も踏まえた連携

の取り組みの必要性等について、記載しています。２は重症心身障害児者についてでご

ざいますが、医療的ケアが必要な重症心身障害児者に対する地域における専門的支援の

提供体制の整備や通所サービスやショートステイ等への受け入れや支援の充実について

書かれております。３は発達障害児者、４は高次脳機能障害者について、地域の支援体

制の充実の必要性について記載してございます。５は難病患者への支援について、今回

新たに追記してございます。これまでのご意見も踏まえまして、難病患者の特有の課題

や在宅療養支援の充実の必要性、障害福祉サービスに関する制度周知の必要性について

も記載してございます。  

  ２０ページに、項目だけでございますが記載しております安全・安心の確保につきま

しては、次の課題としてご説明する災害時の支援などを中心とした記載になろうかと思

います。  

  ２１ページは障害児支援の充実で、２３ページまでほぼ前回と同じ内容でございます

が、わかりやすい表現にするために加筆等を加えてございます。  

  ２３ページに項目のみ記載しております第２、児童・生徒一人一人に応じた教育の推

進、第３、職業的自立に向けた職業教育の充実につきましては、教育部門における取り

組みについて記載していく予定でございます。  

  ２４ページは、就労支援についてでございます。これまでの取り組みの状況について

は、これまでのご意見等を踏まえて、就労支援事業所の支援力の向上や法定雇用率の算

定基礎に追加されることを踏まえた精神障害者の就労支援の充実の必要性等について、

加筆してございます。成果目標につきましては、福祉施設から一般就労への移行者を２

倍にすること、就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所を５割以上にすることにつ

いては、国の基本指針に即して設定すること、また、都の独自の目標について、区市町

村障害者就労支援事業所利用による一般就労者数を掲げることを記載しております。  

  ２５ページの目標達成のための方策としまして、関係機関の連携による支援の充実や
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区市町村障害者就労支援事業の推進、就労支援事業所等の職員の人材養成、チャレンジ

雇用の必要性について、記載してございます。  

  ２７ページの障害者の雇用促進に向けた企業への支援につきましては、今後、記載し

てまいります。同じく２７ページには、福祉施設における就労支援の充実強化といたし

まして、工賃向上への支援の必要性等について、前回よりも詳細に記載してございます。  

  ２９ページのバリアフリー社会の実現につきましては、次の議題でご説明いたします

福祉のまちづくり推進計画などを中心とした内容となる予定でございます。また、差別

解消法や障害者スポーツなども、この項目の中に含んでいく予定でございます。  

  ３０ページには、サービスを担う人材の養成・確保でございます。これまでのご意見

等も踏まえまして、研修の取り組みだけでなく、福祉人材を取り巻く状況や人材確保策

の必要性等について、加筆しております。また、報酬における処遇改善の仕組みの改善

やさらなる財源措置の必要性と国への提案要求について、追記をさせていただきました。  

  雑駁ですが、議題１に関する事務局の説明は以上になります。  

  引き続きまして、二つ目の議題になります障害福祉以外の分野に関して、関連する事

業や計画について、資料の順番に沿ってご説明を申し上げます。  

  まず、資料４につきましては、医療政策部さんからお願いしたいと思います。  

○新倉課長 福祉保健局医療政策部で、私は地域医療担当課長をしております新倉と申し

ます。どうぞよろしくお願いいたします。  

  お手元配付、資料４、Ａ３の資料でございます、ホッチキスどめしてある資料ですが、

そちらをごらんいただきたいと思います。東京都保健医療計画、左上に平成２５年３月

改定とございます。この計画は、おおむね５年ごとに改定を行っておりまして、直近で

は２５年の３月に改定をしたものとなってございます。  

  左の上に計画の性格とございます。丸の一つ目ですが、東京都保健医療計画、こちら

は医療法に定めます医療計画、これを含むものであり、かつ、東京都の保健医療に関し

まして、施策の方向性を明らかにする基本的かつ総合的な計画として策定をしているも

のでございます。さまざま保健医療計画と合わせて、高齢の計画、障害計画、がんの計

画、健康推進プラン、さまざま分野別の計画とも整合性を図りながら、策定をしており

ます。  

  その下、計画の期間ですが、先ほど５年ごとの改定と申しましたが、平成２５年から

の期間となっておりまして、２９年度までの５年間を計画期間としてございます。  

  計画の理念といたしまして、そちらに大きく丸で二つ記載をしてございます。一つ目

の丸でございますが、患者中心の医療の実現に向け、今後見込まれる超高齢社会、これ

を見据えたより効率的で質の高い医療体制の構築、また、急性期から回復期、そして在

宅療養に至る医療サービスを地域ごとに切れ目なく確保していくということを掲げてご

ざいます。  

  その下、保健医療圏と基準病床数とございます。計画を推進していくに当たりまして、
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三つの医療圏の考え方を設定をしてございます。一次医療圏、二次保健医療圏、三次保

健医療圏となってございます。一次保健医療圏は、そちらの記載のあるとおり、各それ

ぞれの区市町村をそれぞれを一つの区域とする医療圏としてございます。そして、二次

保健医療圏、こちらは複数の区市町村を一つのグループにしまして、都内、島嶼地域を

含めまして、１３の圏域を設定してございます。この二次保健医療圏は、一般の入院医

療に対応する圏域ということで、基本的には、この二次保健医療圏の中で、一般の入院

医療については、整備を進めていくというような単位となってございます。そして、三

次保健医療圏は、東京都の全域を対象とする圏域でございます。  

  その下に、基準病床数とございます。いわゆる病院の病床規制の部分でございます。

四角の中、左が療養病床及び一般病床、こちらはそれぞれ二次保健医療圏ごとに基準病

床数が定められてございます。そして、この中の右側に、精神病床、結核病床、感染症

病床とございます。これらは、それぞれ三次保健医療圏単位、東京都を一つの圏域とし

て、基準病床数が設定されております。  

  今回、２５年の３月の改定におきましては、大きくポイントとしては、３点ございま

した。資料右側にございますとおり、精神疾患医療、そして、二つ目が災害医療、３点

目が在宅療養の取り組みでございます。資料右側、一番上ですけれども、精神疾患医療

です。そちらの丸にございますとおり、近年の患者数の急増に合わせまして、医療計画

に定める疾病として、新たにこの改定のタイミングで追加をされました。従来、保健医

療計画は、疾病でいうと、４疾病というものがあったんです。がん、そして脳卒中、そ

して急性心筋梗塞、糖尿病、この４疾病について、それぞれの医療連携体制を構築する

ということが、医療法での規定がございました。この四つの疾病の中に、この改定のタ

イミングで、精神疾患も加わったこととなります。これが一つの大きなポイントとなっ

てございました。  

  そして、真ん中、災害医療の取り組みでございます。東日本大震災でのさまざまな対

応などを踏まえて、今回のこの改定の中で、新たな取り組みの充実を図るということで、

盛り込んでございます。  

  そして、右下、在宅療養の取り組みです。こちらも、今後の高齢者数の増加、これら

に対応した在宅療養体制の整備ということで、一つの大きな重点項目となって、今回の

改定でもさまざまな新たな施策も含めて、盛り込んだところでございます。  

  この資料４、２枚目以降は、計画のそれぞれの内容をそれぞれ抜粋、本当の概要でご

ざいますが、記載したものでございます。第１部の総論、そして、第２部からは各論と

いうことで、先ほどの改定のポイントでも三つ出た取り組みも、この中に含まれてござ

います。その次のページには、さらにその他の取り組みといたしまして、保健の取り組

み、そして健康危機管理体制の充実、こうしたことについて、幅広く計画には記載がご

ざいます。  

  冒頭申しましたとおり、東京の保健医療に関しまして、施策の方向を明らかにする基
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本計画という位置づけがございますので、かなり取り組みとしては幅広に盛り込んであ

りますけれども、主なところは、先ほどの疾病、５疾病、そして救急医療を初めとした

５事業の取り組みを中心に、計画のほうは策定をしてございます。  

  簡単ではございますが、保健医療計画の説明は以上でございます。  

○小川課長 ありがとうございました。  

  では、引き続き、生活福祉部よりご説明いたします。  

○森田課長 福祉保健局生活福祉部、福祉のまちづくり担当課長をやっています森田と申

します。よろしくお願いいたします。  

  私のほうからは、東京都におけますバリアフリーですとかユニバーサルデザインに関

する取り組みといたしまして、福祉のまちづくり推進計画というものを現在、定めてお

りますので、その内容についてご説明をさせていただきます。  

  計画の概要を説明する前になんですけれども、この資料５の上のところでございます、

現在の福祉のまちづくりの現状でございますけれども、ハード面の整備につきましては、

数字だけでございますけれども、全国を上回っているという状況で、着実に進展をして

いるという状況でございます。さらなる取り組みももちろん必要だというふうには認識

しております。  

  一方なんですけれども、情報のバリアフリーですとか思いやりの心の醸成、いわゆる

心のバリアフリーですけれども、こういったソフト面での取り組みについては、引き続

き充実が必要であるということでございます。そのあたりを数字的にあらわしたものが、

その下のグラフになってございます。まず、左のほう、公共交通のバリアフリー化の進

捗状況ということで、鉄道駅のバリアフリー化でございますけれども、例として、エレ

ベーター等による段差解消を一番上に記載してございます。グラフがちょっと見づらく

て恐縮なんですが、上が都の整備率になっておりまして、エレベーターにつきましては

８８．７％、その下が全国の整備率になっておりますけれども、全国では８１．８％、

数字的に上回っている状況でございます。同様に、多機能トイレにつきましても、９２．

６％の都の整備に対しまして、全国は７９．１％と。ホームドアにつきましては、ちょ

っと全国の比較する数字がないという状況でございます。車両のバリアフリー化ですが、

ノンステップバスの導入ですけれども、都については９割近く、８８．４％の整備率に

対しまして、全国は４１％ということで、この辺につきましても、大分、全国に先駆け

て進んでいるという状況でございます。  

  一方でなんですけれども、右側のところで、福祉保健基礎調査の状況を載せてござい

ます。まち中での情報提供についてというところで、これは右側のほうで、余り整備さ

れていないというのが２３．８％、整備されていないのが２．７％、合わせますと、３

割弱の方が情報提供について余り整備されていないんじゃないかという認識をされてい

るというところでございます。それから、外出時に困っている人を見かけたときの行動

というところで、これも右側のほうになりますけれども、話しかけられたり、声をかけ
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たりしたが、手助けまでには至らなかったという方が１７％、それから、何もしなかっ

たという方が１５％。これも合わせると、３割強という形になりますけれども、こうい

ったまだまだちょっと取り組みが、特にソフト面については必要だというふうに認識を

してございます。  

  こういった状況を踏まえまして、福祉のまちづくり推進計画というものを現在定めて

おります。位置づけといたしましては、福祉のまちづくり条例というものがございます。

この条例に基づきます総合的な計画でございます。策定の経緯といたしましては、東京

都の福祉のまちづくり推進協議会というものがございますので、その中で、２４年から

２５年にかけまして、議論をさせていただき、意見具申をいただいたというところでご

ざいます。計画期間といたしましては、平成２６年度から３０年度までの５カ年計画に

なっております。目指すべき方向といたしましては、２点ございまして、高齢者、障害

者等、全ての人が安全、安心、快適に暮らし、訪れることができるユニバーサルデザイ

ンを基本とした福祉のまちづくりを進めていくということが１点目です。それから、２

点目といたしまして、オリンピック・パラリンピック大会の開催が決まりましたので、

大会開催も見据えまして、ユニバーサルデザイン先進都市東京の実現に向けまして、一

層の施策の充実に努めるということとしております。  

  計画事業といたしましては、東京都全体で、事業として１０２事業を盛り込んだ計画

になってございます。計画の視点といたしまして、五つ大きな視点を出しております。

１点目が、円滑な移動、施設利用のためのバリアフリー化、これはいわゆるハード面の

バリアフリー化になります。右側のほうに、具体的な例として挙げておりますけれども、

鉄道駅のエレベーター、ホームドアですとか、民間建築物や道路、その他、いわゆるハ

ード系のバリアフリーについては、ここで記載をしてございます。  

  それから、２点目が住宅でございます。バリアフリー住宅の整備ということで、こち

らも公営住宅だけじゃなくて、民間住宅の整備についても記載してございます。  

  それから、３点目、こちらが先ほど申し上げましたソフト面の取り組みといたしまし

て、情報バリアフリーの充実でございます。障害特性に応じた多様な手段での情報提供

体制の整備等々、この中でうたっているところでございます。  

  それから、４点目で、災害時・緊急時の備えというところで、災害時の要配慮者支援

体制の整備ですとか、そういったものについて、こちらで記載をしてございます。  

  最後に、５点目で、心のバリアフリーに向けた普及啓発の強化といたしまして、施設

設備の適正利用、例えば、障害者用の駐車区画、そういったところの適正利用ですとか、

店舗等における接遇、それから、障害者の理解促進等に向けた普及啓発の充実、それか

ら、思いやりの心を醸成するための今、小中学校などで始まっておりますけれども、ユ

ニバーサルデザイン教育、こういったものの推進ですとか、そういったものをこの中で

記載してございます。  

  資料をもう１枚つけております。２枚目ですけれども、こちらはちょっと長い資料で
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恐縮ですけれども、福祉のまちづくり推進協議会でこれまで議論した内容について、ま

とめてございます。ちょっと詳細は省略いたしますが、今現在、一番下のところをごら

んいただければと思うんですけれども、第１０期の推進協議会が立ち上がっているとこ

ろでございます。先ほどちょっと冒頭に申し上げましたが、ハード面については、ある

程度整備が進んでいるところではございますが、ソフト面について充実が必要というと

ころで、今期につきましては、情報バリアフリーの充実と心のバリアフリーの推進とい

う、この２点につきまして、審議を今、開始したばかりでございます。来年にかけまし

て、この辺のところについて議論をいたしまして、最終的には意見具申をいただくとい

う予定で、今のところ進んでおります。  

  説明については、以上でございます。  

○小川課長 ありがとうございました。  

  資料６から８につきましては、私のほうからご説明申し上げます。  

  まず、おわびでございますが、昨日の選挙の影響で、急遽、都議会の日程が当初より

も後ろ倒しになりまして、このスケジュールとかぶってしまいました。明日が代表質問、

明後日が一般質問ということで、非常に厳しい状況になっております。それに合わせま

して、本日、出席予定でございました教育庁並びに少子社会対策部の所管課長のほうが

出席ができなくなったということでございます。皆様には深くおわびを申し上げたいと

思います。両所管の資料につきましては、まことに僭越でございますが、私がかわって

ご説明をさせていただきたいと思います。  

  まず、資料６でございます。東京都子供・子育て支援事業支援計画（仮称）の策定で

ございます。現在、来年４月に本格施行する子ども・子育て支援新制度について、東京

都子供・子育て支援会議の委員の皆さんにご審議をいただきながら、年度内に東京都子

供・子育て支援事業支援計画を策定すべく、準備を進めているところでございます。  

  計画の概要について、ご説明をいたします。まず、左上、計画策定のポイントでござ

います。本計画は、幼児教育、保育にまたがる初めての計画となります。また、目下、

大きな課題となっております待機児童の解消について、具体的な目標年次を設定して、

潜在ニーズを含む需給ギャップを解消していくということを盛り込むこととなっており

ます。また、保育サービスの量的拡充だけではなく、サービスの質の向上も重要である

ということで、こちらに掲げている人材の確保、資質の向上なども含めて、計画をつく

ってまいります。  

  現在のこの関連の計画として、その下、次世代育成支援対策推進法に基づく東京都行

動計画を定めており、本年度がその計画の最終年度となっております。一方、平成２４

年に子ども・子育て支援法が成立した際、この地域行動計画の策定については任意とさ

れたのですが、一方で、本年４月に次世代育成支援対策推進法が延長されたことから、

都としては、子供・子育て支援事業支援計画を次世代育成支援対策推進法に基づく地域

行動計画としても位置づけ、一体的に策定するということで進めさせていただいており
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ます。  

  資料の右側になります。現在策定中の支援事業支援計画の概要について、ご説明をい

たします。まず、計画の性格は、主に産前・乳幼児期から学童期までを対象とした子

供・子育てに関する総合計画ということで、今、申し上げましたとおり、次世代法に基

づく地域行動計画を兼ねるものでございます。計画期間は、平成２７年度から３１年度

までの５年間です。先ほど紹介いたしましたとおり、東京都子供・子育て会議でご審議

いただいているほか、庁内では関係局による横断組織として、子供・子育て推進本部を

設けて、検討を進めているところです。  

  計画の内容については、子ども・子育て支援法に基づく基本指針と次世代法に基づく

行動計画策定指針を踏まえて、下に書いてあるような必須記載事項、任意記載事項など、

幅広く盛り込んでいく予定でございます。  

  一番下の部分は、本計画と他の計画との関係を整理したものです。本協議会で議論さ

れております東京都障害者計画・第４期東京都障害福祉計画を初めとする計画との調和

を図るほか、全庁計画として、年内に策定予定の東京都長期ビジョンとの整合を図って

策定してまいる予定でございます。  

  資料６は以上です。  

  続きまして、資料７をごらんください。都立知的障害特別支援学校高等部の職業教

育・就労支援の充実についてとなっております。教育庁では、平成２２年１１月に策定

した東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画に基づき、多様な施策を展開しており

ますが、本日は、知的障害特別支援学校高等部における職業教育・就労支援の充実につ

いて、ご説明を申し上げます。  

  上段の左側でございますが、障害児教育に係る経緯が記載してあり、今年度４月１日

現在、都立の特別支援学校は５６校、障害種別の在籍児童・生徒の割合は、円グラフに

ございますとおり、圧倒的に知的障害児が多く、約４分の３を占めている状況でござい

ます。  

  上段の右側は、東京都特別支援教育推進計画の策定からの流れを年表形式で記載して

おります。資料の中ほど、左の枠、現状・課題のところに移らせていただきます。先ほ

ど申し上げたとおり、都立特別支援学校在籍児童・生徒は知的障害児が多く、第三次実

施計画発表時現在で、都立知的障害特別支援学校高等部在籍者の７０％は、公立中学校

から進学してくる障害の程度が比較的軽度の生徒で占められております。このため、都

教育委員会では、知的障害が軽い生徒を対象とした生徒全員の就労実現を目指した就業

技術科を設置するなどの対応をしてまいりました。  

  資料の真ん中、これまでの取組状況にあるとおり、平成１９年度に永福学園に就業技

術科を設置してから現在まで、４校になっておりますが、応募の倍率をご覧いただくと

おり、就業技術科のニーズの高さがご理解いただけるかと思います。  

  また、下の段、特別支援学校における取組にも記載がありますが、就業技術科だけで
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なく、都立知的障害特別支援学校高等部普通科に在籍する生徒の就労支援をするために、

例えば、民間委託による実習先・就労先の新規開拓を実施し、実習先・就労先企業の拡

大、実習機会の確保を実施したり、民間企業において、障害者雇用に精通している方を

就労支援アドバイザー等として委嘱し、企業就労等に向けた進路指導の充実、支援を行

っております。さらに、受け入れ企業側の障害者への理解及び障害者雇用促進のため、

東京労働局や産業労働局等と連携した企業向けセミナー等も実施してございます。  

  左側の枠になります。現状と課題に戻りますけれども、これらの取組により、就業技

術科での企業就労率はおおむね９０％を超えております。２２年度が８８．２％となっ

ているのは、東日本大震災の影響という部分でございます。一方で、普通科の企業就労

率は３３％前後で推移しております。普通科に在籍する生徒の中には、中軽度の生徒も

おり、企業就労の可能性がある生徒がまだ在籍しているため、これらの生徒の職業教育

を進めていく必要があるという課題がございます。  

  このため、一番右側の今後の方向性の枠内でございますが、都教育委員会では、今後、

障害の程度に応じた重層的な職業教育体制の整備を図っていく予定でございます。具体

的には、就業技術科については、これまで４校設置しておりますが、来年４月に葛飾区

に水元小合学園の開校により、５校が全てそろうことになります。また、就業技術科で

の実績を踏まえ、生徒の職業的自立を一層進めるため、高等部普通科に在籍する軽度か

ら中度の生徒を対象に、障害の程度に応じた職業教育を実施し、就労実現を目指してい

く職能開発科を１０校程度設置してまいります。  

  資料７のご説明につきましては、以上でございます。  

  続きまして、資料８でございます。災害時要配慮者対策についてでございます。  

  まず１枚目は、災害時の要配慮者対策に関する災害対策基本法の改正を中心に、これ

までの都の取り組みと国の動き、都と区市町村の役割についてまとめた資料になります。

東京都の防災対策につきましては、平成２３年３月の東日本大震災を踏まえて、平成２

４年１１月に東京都地域防災計画、震災・風水害・原子力災害編を修正し、また、被害

想定の見直しや平成２５年１０月の大島での災害の教訓等を踏まえて、平成２６年７月

に東京都地域防災計画、震災・風水害編を再度修正いたしました。  

  そうした中、資料の上段の枠内ですが、災害時の要配慮者対策の実施主体である区市

町村を支援する取り組みとして、これまでも災害時要援護者への災害対策推進のための

指針、災害時要援護者防災行動マニュアル作成のための指針を策定し、区市町村の職員

を対象とした研修を実施してまいりました。また、平成２５年に災害対策基本法が改正

され、平成２６年４月から避難行動要支援者名簿の策定が区市町村長に義務づけされま

した。それに伴い、内閣府が避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針を作成

し、地域防災計画、避難支援プラン全体計画に定める事項が整理されて出されました。  

  その事項につきまして、左下の枠内に記載してございます。各地域の支援の全体的な

考え方を示す避難支援プラン全体計画に定める事項には、避難行動要支援者名簿に掲載
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する者の範囲や名簿作成に必要な個人の情報及びその入手方法、避難場所、避難場所ま

での避難路の整備、輸送方法などが挙げられてございます。これらを受けまして、中段

の右の欄になりますが、区市町村は名簿の作成や個人情報への配慮、全体計画の作成、

避難者や避難先など、災害時要配慮者一人一人に対応した個別計画の策定などを行って、

地域対応力の強化を図り、都は引き続き区市町村を後押ししてまいります。  

  ２枚目のほうをごらんください。こちらは、東京都地域防災計画（震災編）の概要版、

平成２４年度版になります。現在も考え方については、基本は変更ございません。都と

しては、自助、共助、公助の取り組みを進めてまいります。  

  右側のほうに、具体的な取り組みについて書いてございます。三つ目、四つ目の丸に

なりますが、地域の関係機関と連携して、消防職員等が要配慮者宅を訪問し、防火防災

診断等を通じて、要配慮者の居住環境の安全化を図り、区市町村が整備する緊急通報シ

ステムや火災安全システム等を活用して、要配慮者の情報収集及び安全確認を行ってい

きます。  

  五つ目の丸は、社会福祉施設等の耐震化でございます。社会福祉施設等につきまして

は、二次避難所、福祉避難所に指定された場合、災害時における一般の避難所では生活

が困難な障害者等、要配慮者の受け入れ場所としても役割を果たすことから、引き続き

耐震化を推進します。また、ここには記載してございませんが、平成２５年１２月に消

防法施行令の一部が改正され、社会福祉施設等のスプリンクラー設備及び自動火災報知

設備の設置基準が強化されております。これらを踏まえて、社会福祉施設の安全確保の

ための取り組みを確実に推進していく必要があり、都はグループホームのスプリンクラ

ー設置などの防災対策に取り組む区市町村を支援してまいります。また、帰宅困難者対

策も、要配慮者の視点を踏まえた対応について普及啓発を図り、大規模集客施設、駅、

一時滞在施設等において、避難誘導や情報提供、受け入れ態勢の整備を行います。  

  今後、都といたしましては、名簿情報等の共有、管理、活用方法について、区市町村

や関係機関と連携し、情報共有を行えるような地域の協力体制づくりを推進するととも

に、防災訓練等を通じて、関係行政機関、障害者団体の皆さん、自主防災組織、町内

会・自治会等の連携による地域住民が一体となった協力体制づくりを積極的に推進し、

地域の総合的な防災力の強化を図ってまいりたいと考えております。  

  資料の説明につきまして、事務局からは以上でございます。  

○松矢部会長  どうもありがとうございました。  

  きょうの二つ目の議題であります、障害福祉以外の分野についての資料に基づく説明

を今お願いしたところでございます。これから、各委員からも資料が提出されています

ので、説明をお願いしたいと思います。安部井委員、橋本委員、矢野委員、笹川委員、

２０時５分までというふうに時間を一応とっておりますので、各委員、５分間ぐらい意

見説明をしていただきまして、これはきょうの議題の１のほうの素案にかかわるような

内容でもありますので、ここから４５分間ですけど、各委員の資料説明から素案の議論
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に入っているんだというような認識で進めていただきたいと思います。  

  それでは、まず、安部井委員からお願いいたします。  

○安部井委員 東京都重症心身障害児（者）を守る会の安部井でございます。  

  素案にも重症児者へのご配慮を賜りまして、心から感謝申し上げます。  

  安全・安心の確保の観点からなんですけれども、在宅で人工呼吸器を使用している者

が多数おります。既に難病患者さんのほうには、そういう整備事業がありますけれども、

難病患者さんだけでなくて、人工呼吸器を使って、在宅で生活をしている重症心身障害

児者にも、難病の方たちと同様に非常電源が貸与されるようにご配慮されることを願っ

ております。また、災害時における要配慮者への支援、二次避難所、福祉避難所への整

備については、都が後押しされることを願っております。  

  ２点目ですが、生涯学習の観点からですけれども、障害者の権利に関する条約の第２

４条で、生涯教育の重要性についても触れられております。どんなに障害が重くても、

重症児者は幾つになっても伸びる可能性を秘めております。ですので、障害者の社会参

加、スポーツ、創作活動などもありますけれども、障害が重くて、通所日数も限られて

いる、また在宅でいる時間も長いという、そういう者へも生涯学習の視点から支援をぜ

ひお願いしたいと思います。現状では、皆無に等しい状況であると思っております。本

人主体の支援として、生涯学習の機会とその場が望まれていますので、どうぞよろしく

お願いいたします。  

  以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございます。生涯学習のコメントは、実際に私は専門でもある

んですが、障害者基本法にもその生涯学習のキーワードが抜けております。そして、生

活支援のほうにも、スポーツ、レクリエーション、文化活動等はありますが、生涯学習

というキーワードは抜けています。少し障害者権利条約との関係では問題だろうという

ふうに私自身思っておりますので、つけ加えておきたいと思います。  

  それでは、橋本委員、お願いいたします。  

○橋本委員 すみません、ゆうあい会の橋本です。  

  本当は、前回いただいた資料について、私たちなりに質問状といいますか、言葉で提

出させていただきましたけれども、いっぱいあるので、きょうは、一番やっぱり項目的

なもので、前回もお話をさせていただきましたけれども、サービス提供のことについて

は、これはこれから自分たちに必要なことなのに、まだまだわかっていないと。これに

ついては、やっぱり東京都からそれらしい冊子を出していただきたい。そして、その中

で、まだまだ足らない、知らないということでは、もう通用しないんだということもわ

からなくてはいけないということも含めて、サービス提供については、そういうものを

お出しいただきたい、お示しいただきたいと思っております。  

  ほかもいっぱい質問状がございますけれども、まず、この項目から私たちは入ってい

きたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。  
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○松矢部会長  まだ時間はありますよ。どうぞ。次の点、サービス提供については、パン

フレット等を通じてわかりやすく提起していただきたいということですね。そういう施

策が欲しいと。そのほかもどうぞ。  

○橋本委員 それでは、２ページ目の３番目ですけれども、やっぱり一般就労というのが

私たちの目標であると。なかなかそこへたどり着くのにも時間がかかると。そして、せ

っかく就労できたんですけど、やっぱりまだいろんな問題点があるということも、何か

につけてお話をさせていただいていると思うんですけれども、なかなかそこがうまくで

きないと。そして、やっぱり企業の方たちのご理解といいますか、そういう人間がいる

というのが皆さんの中で気になってしまうということもあるのかなというふうに、私ど

もの仲間の話を聞いていても、そういう言葉が出てきてしまうということも含めて、せ

っかく就労できたんだから、一般就労できたんだから、そこに進めれば一番いいんです

けど、なかなかそこがうまくできないという、そこがまだ、進められるようなご理解も

いただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。  

○松矢部会長  ２ページの②のところのパラグラフですね。一般就労についての意見提言

があります。こういった、安心して企業就労に向かえるように、また、企業就労しても

安心して働けるようにというような内容のものになっていると思います。ジョブコーチ

の活用も書いてありますので、ひとつごらんください。  

  よろしいですか。  

○橋本委員 はい。ありがとうございます。  

○松矢部会長  それでは、矢野委員、お願いいたします。  

○矢野委員 知的障害者育成会の矢野です。  

  本来でしたら、前回に、この基本理念については発言すればよかったかなと思うんで

すが、帰ってからもう一度読んで疑問に思いましたので、書かせていただきました。基

本理念Ⅱと基本理念Ⅲのところに、働くということが入っておりまして、これはどうい

うことかなと思いまして、私なりに考えたら、基本理念Ⅱのところで、企業、公的機関

で働くということに力を入れるというふうなことかなと思いましたので、基本理念のⅡ

のところで、やはり働くというのを、一般企業及び公的機関で働く機会を拡大する、そ

して働き続けるために何が必要か、合理的配慮とここでは書きましたけれども、それを

基本理念に入れていただくことはできないかなと思って書きました。  

  基本理念Ⅲのところにつきましては、ここでは、学校、職場、地域の中でと書いてあ

るんですが、ここで一般の職場で働けることが、ともに暮らす地域社会の実現というわ

けではないだろうということで、また、児童についても書き入れることになったことか

ら、地域で育ち、学び、働き、そして、先ほども意見がございましたけれども、生涯学

習ということで、楽しみ、そして暮らすことというふうなことを入れていただくのはど

うかなと思って、提案でございます。  

  それから、障害者計画の策定に向けてのところは、これまでも皆さんいろんなご意見
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がありましたし、私もいろいろ発言させていただいたんですけれども、もう一度伝えて

おきたいなと思うことと、伝え切れなかった、伝えることができていなかったことにつ

いて、書かせていただいております。  

  グループホーム併設とか単独型のショートステイが、大変不足しております。でも、

ここでの支援というのは、本当になれていない方がいらっしゃるわけですから、職員の

方もそれなりの技術が必要ですし、キャリアのある方にぜひしていただきたいとなると、

今の運営費ではなかなか難しいという話が聞こえておりますので、家賃助成だとか運営

費の上乗せというようなものを考えていただきたいと思っております。  

  それから、親が一番不安なのは、家族に何かあったとき、自分に何かあったときに、

じゃあ、その子を、本人をどこで見てもらうかという緊急の場合でございますので、そ

れについても明確に制度ができれば、安心でございます。  

  それから、課題３というところに書いてありますのは、知的障害の人とか精神障害の

人がひとり暮らしをしたいといっても、実際、アパートはなかなか借りられないことが

多いですので、そのことも書かせていただきました。  

  それから、課題５というところには、災害時の障害者支援ですけれども、今、見させ

ていただいて、また、いろんなところで、知的障害についても配慮が必要だということ

をいろんな方から言っていただいて、研修などもしていただいているので、それを続け

ていただきたいなと思います。  

  それから、ヘルプカードができましたけれども、あれを見て、一番最後に頼るのは警

察ではないかなと思います。一般の人が困ったときに、なかなか作業所とか市役所、区

役所が閉まっているときなんかは、警察に頼ることが多いと思いますので、警察官の方

に知的障害の理解をぜひ進めていただきたいと思っております。  

  それから、社会で生きる力を高める視点というのは、前に言ったところでございます。  

  バリアフリー社会の実現につきましては、医療機関とか行政窓口での意思疎通支援を

知的障害者にもお願いしたいということは、前回も申しました。それから、今日のよう

な公的委員会に知的障害の方がたくさん出席をさせていただけるようになっております

が、支援者に対する財政的支援はございません。やはり知的な障害のある人にも、こう

いう場に参加していただくんでしたら、それは行政の責任において、支援者にも必要で

はないかなと思っております。  

  課題３というところには、先ほども言いましたけれども、生涯学習ということで、ス

ポーツとか芸術の活動についても、いろいろな施策をお願いしたいと思っております。

パラリンピックがありますけれども、一部の選手だけのためではございませんので、裾

野を広げるということで、身近なところでスポーツが楽しめるような、そういう場とか、

それから指導者の配置をよろしくお願いいたします。  

  以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございました。  
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  ここでは、新たに知的障害者のこういう会議、委員会での同行支援者等のきちんとし

た責任ある配置というようなことが出ていまして、これは新しい提案だと思います。や

はり知的障害者は意訳、翻訳というのが会議参加に必要だということが長く言われてい

て、まだ実現しておりませんので、そういう新たな提案としてお伺いしたいと思います。  

  それでは、次に、笹川委員、お願いいたします。５分間大丈夫ですので、どうぞ。  

○笹川委員 意見につきましては、文書で出しておりますので、もうここで改めて申し上

げることはしません。この機会に、この素案に対する事務局の考え方を伺いたい。視覚

障害者に関することは、一切載っていません。どういう形で視覚障害者に対する施策を

推進するのか。冒頭で、障害者権利条約に基づくとか差別解消法に基づくとかというこ

とをうたっていながら、権利条約の２０条、２１条には全く触れられていない。それか

ら、差別解消法の中でも、今後、一番大きな問題になると思われます就労、その中で、

東京都のⅢ類の試験の対象者に、活字出題に回答できる者ということがうたってありま

す。つまり、点字受験は認めないということですよね。これはどういうことか。  

  これまでにも、私はこのことについては何度も発言してきています。そして就労の場

合、問題になるのは通勤の問題、このことについても配慮してほしいということを申し

上げてきました。視覚障害者が地域で生活するために、まず必要なのは移動の問題です。

それから情報の問題です。こういったことが、この素案に全く入っていないというのは

どういうことなんでしょう。  

  私は、今回この部会に来て、ただ皆さんが意見を発表する、それで終始しているんで

すね。議論は全くない。こんな会議、私は余り見たことないです。議論があって、その

中から本物が出てくるんです。それをただ聞きました、それで終わりですね。これから

の障害者福祉というのは本当に大きな問題です。そういうことが全く配慮されないで、

こういう形でずるずると来て、素案ができました、いかがでしょうと。こんな障害者を

ばかにした話はないです。一体何を考えておられるのか、私は質問をさせていただきた

い。意見発表じゃなくて、事務局の考え方を聞かせてください。  

○松矢部会長  よろしいですか。それでは、一応、事務局のほうからお願いいたします。  

○小川課長 笹川委員のご意見についてでございますが、まずもって意見書にお書きいた

だいたとおり、素案をお届けすることが大変遅くなりました。不愉快な思いをさせたこ

とにつきましては、事務局の責任でございますので、深くおわびを申し上げたいと思い

ます。  

  また、ご意見の内容につきましては、素案のほうに間に合わせることができませんで

したので、到底、ご納得いただけていないということはわかっておりますけれども、一

部なりともご意見のご趣旨に沿った部分もあるかと思いますので、お許しをいただけれ

ば、少しばかりご説明をさせていただきたいと思います。  

  まず、障害者権利条約と障害者差別解消法についてでございますが、第１章の計画の

基本的方向性という中で、諸法の基本理念について詳しく解説をさせていただきました。
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東京都は、それらの理念をもとにして、障害者施策を計画的かつ総合的に推進していく

べきであるという形の方針として書かせていただいたところでございます。  

  次に、同行援護の問題でございますが、同行援護が重要な事業であるということは認

識をしております。国の基本方針におきましても、全国どこでも必要な訪問系サービス

を保障するということが掲げられておりまして、都も区市町村も成果目標の達成に必要

なサービス量の見込みを定めて、計画的な整備を行うべきであるというふうに書かせて

いただいております。ご存じのとおり、同行援護につきましては、先ほど申し上げた訪

問系サービスの一つでございまして、制度上は区市町村が当事者の必要に応じて支給決

定を適正に行い給付していくべきものでございます。  

  また、サービス提供の見込み量につきましても、区市町村が現在の利用実績等に関す

る分析を行い、障害者等のサービスの利用に関する意向を踏まえ、心身の状況等も勘案

しながら地域の実情を踏まえて設定することが適正であるということを書かせていただ

いております。これは５ページあたりに書かせていただいているところでございます。  

  次に、サービス等利用計画についてでございますが、こちらにつきましては、ほかの

委員の皆様からも議論の中で何度も俎上に上げていただいて、皆様に大変ご心配をおか

けしているということは十分に承知しております。このあたりは７ページのあたりで、

地域生活を支える相談支援体制の整備という項目を設けまして、区市町村や都の役割と

取り組みについて書かせていただいております。  

  また、最近の情報で素案の内容とはちょっと離れますけれども、国は暫定的ではござ

いますが、区市町村みずからがサービス等利用計画を策定するということ、いわゆる代

替プランというものを認めていく方向での検討をしております。この情報につきまして

は、区市町村に説明会を設けましたところで適宜適切に情報提供を行い、サービス提供

に支障のないような準備を進めるようにお願いをしてきております。  

  次に、障害者雇用の問題ですが、第４回の専門部会で提出した資料の中に、都内の民

間企業における雇用状況の推移についてお示しをしたところです。その中で、平成２５

年度では全国が１．７６％、都が１．７２％と、笹川委員からご指摘がありましたよう

に、都が全国よりも低い状況にあるというご報告をさせていただきました。  

  同時に、企業の規模別の状況についてもご報告をいたしましたが、１，０００人以上

の大企業については１，３７０件で実雇用率が１．９６％。５０人から２９９人以下の

中小企業においては１万３，２６８件で、実雇用率が０．９６％と、約１％の差で中小

企業のほうが悪いというふうな報告をさせていただきました。  

  ここからはあくまで推測にすぎませんが、大企業に比して中小企業が多く集積してい

るという東京都の産業構造が、都の全体の雇用率を低下させている方向に影響している

ということも考えられると思います。  

  また、第３節の当たり前に働ける社会の実現という項目の中で、これまでの取り組み

の状況や目的達成のための方策などについても記載させていただきました。  
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  最後に、雇用促進法、差別解消法あるいは情報保障にかかわる部分につきましては、

この中ではまだ記載できておりません。第４節のバリアフリー社会の実現の中で調整さ

せていただきたいというふうに思っております。  

  おわびとともにご説明でございます。  

○松矢部会長  はい、ありがとうございました。それでは、各委員の説明と、それから笹

川委員の説明、それに対する事務局の説明ということで、一応、８時５分まで来ました

ので、ここから第１議題の素案の審議に入りたいと思います。時間的には、約１５分間

ぐらい割いて進めていきたいと思います。後半の福祉以外の分野についての意見もいた

だきたいと思いますので、８時２０分あるいは２５分ぐらいまで、１５分から２０分ぐ

らい、第１議題のほうの意見をいただきたいと思います。  

  じゃあ、素案についての各委員の意見を求めたいと思います。どうぞ。  

○佐田委員 障都連の佐田です。  

  素案の中のまず６ページのところなんですが、障害福祉サービス等の必要見込み量と

いうことで表記があるんですが、これもこの間、ずっと意見と言わせていただいている

んですが、いわゆる地域間の格差がないようにしていくというのが、とても大事じゃな

いかなと思っています。それをやれるのは多分、東京都だというふうに思いますので、

ちょっとそういう旨の記載をぜひ、盛り込んでいただけるといいかなと思っています。

上のところの全国どこでもという、都内どこでも等しくサービスが受けられるようにと

いうところに、「必要な支援を行っていく」ぐらいの、今後はぜひ入れていただけると

いいかなと思っています。  

  それから、２１ページなんですが、これは本当に、今年、多分新しく書き加えていた

だいたんじゃないかと思うんですが、第１の障害児支援の充実の１の障害児支援に求め

られる役割のところの丸の三つ目のところなんですが、これは一応、学齢期等の子供た

ちの、いわゆる放課後支援、余暇支援ということになると思うんですが、この旨の記載

をぜひ、今、青年・成人期のところにも、そういう視点を持って書き加えていただける

といいなというふうに思っていますので、その点もちょっとご検討をしていただければ

と思っております。  

  それから、３０ページのところなんですが、サービスを担う人材の養成・確保という

ところなんですが、多分、ここを確保するための一番大きなところは、この丸の三番目

のところだと思っています。特に報酬問題については、今の報酬では多分、なかなか継

続して本当にその仕事を続けていけるという状況ではないというのは、本当に皆さんご

存じのとおりだと思っています。ここのところも、国に求めていくといっても、国がい

つするかわかりません。幾つか介護報酬等の改定等の話は出ていると思うんですが、こ

このあたりも、やっぱり都のもう少し独自性を出せる、そういった対応をしていけるよ

うな、そういう施策をぜひ盛り込んでいただけるように検討していただけるといいかな

と思っています。  
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  以上です。 

○松矢部会長  はい、ありがとうございました。ほかにどうでしょう。  

○小川課長 一個一個、ちゃんとできる部分についてはお話ししたいと思います。  

○松矢部会長  そうですね。じゃあ、どうぞ、事務局のほうから。  

○小川課長 佐田委員からのご意見につきましてでございます。  

  まず、１個目の地域間格差の是正の問題につきましては、前回もちらっとお話をしま

して、今、実際には区市町村からのヒアリングをやっているところでございます。格差

の是正という意味で、メニューについては統一のものが、当然ながら出されているわけ

なんですけれども、地域の中でどの程度の障害をお持ちの皆さんがどれぐらいいるのか

というのは、区市町村それぞれにおいて差が出てくるわけでございますので、それを区

市町村が適正に見込んだ上で、サービス見込み量をつくってくださいと。その全体をま

とめたところで、都として広域的な調整をかけるというふうな仕組みになっております

ので、ヒアリングの中でもそういう話をしながら進めておりますということだけ、まず

ご報告をしたいと思います。  

  ２点目の成人期の部分なんですけど、ここはちょっと項目が障害児の項目の部分であ

りますので、むしろそれは後半の、先ほどちらっとございましたけれども、スポーツ、

芸術、文化みたいなあたりのほうに……。 

○佐田委員 そういう意味ではなくて、このいわゆる余暇支援の問題については、恐らく

一番最初の地域におけるサービス提供体制の整備というところにも、どちらかというと

そういったところにも、きちんと盛り込む必要があるんじゃないかと。特に、子供のだ

けではなくて、いわゆる大人のところのいわゆる余暇支援という視点も、ぜひ入れてほ

しいと。これは本当に今、各地でいろいろな取り組みが起こっているということでの、

そういうのを後押しするというか支援するということでのことですので、そういう意味

で捉えていただければ。 

○小川課長 わかりました。ただ、現行の制度にない部分でございますので、ちょっとま

ずはお話をお聞かせいただくということで、きょうは勘弁していただきたいと思います。  

  ３点目は報酬問題なんですけれども、これは基本的に、障害福祉サービスにつきまし

ては、国が義務的に経費を持つ部分でございますので、それの報酬の中で事業が運営さ

れていくというのが基本だと都では考えております。その旨、国に要求もさせていただ

いておりますので、いきなり都加算でやるという話になりますと、国のほうの財政規律

も緩みますし、都のほうの財政規律はむちゃくちゃになってしまうということになりま

すので、基本的には国の報酬をきちんと、事業が安定的に運営できる報酬にまで引き上

げていただくというのが都のスタンスであるということだけ、ご説明を申し上げたいと

思います。  

  失礼しました、以上です。  

○松矢部会長  それでは、加藤委員、どうぞ。 
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○加藤委員 ご質問とご意見を申し上げます。きょう配られました資料３の１３ページの

一番末尾から１４ページに、入所施設の定員に対する考え方の問題で、中段のところに

いろいろ話があって、「以上のような状況から、東京都においては入所施設定員７，３

４４人を超えないこれまでの計画の目標を継続し」と書いてありますけど、この問題に

ついて、現実と乖離しているんではないかという観点から、私は１点ご質問しながら意

見を申し上げたいと思います。  

  このことについては、お手元にあります現行第３期東京都障害者福祉計画に相当部分

があるわけですが、それが５３ページにあります。ちょっとごらんいただきたいと思う

んですが。  

  この下のところにグラフが出ていまして、入所施設定員数の推移というところで、一

番左端の７，３４４というのが、入所施設の定員として、３年前の計画目標としてある

わけです。  

  ３年前策定の第３期計画書で黄色く空欄になっている所にあてはまる数字は、前回、

前々回の会議で資料が配られております。その資料はきょうはありませんけれども、具

体的に申し上げれば、２４年度でいいますと、７，３７４人で３０人オーバー、それか

ら２５年度は７．４１３人で６９人オーバーといずれも計画目標を上回っています。そ

ういう実情に今、なっているわけです。要するに、今回、この７，３４４という数字で

いくとすれば、２期連続して数字を変えない、しかし、現実は定員が一向に減っていな

い、むしろオーバーしているという、そういう実情があるわけです。  

  それとの関連で、１点、私は前回もご質問しましたけれども。「地域生活への移行」

ということがありまして、その数字も２，２００人が目標というふうになっているわけ

ですが、現実には１，２００人ということで、約１，０００人近くが、残念ながら移行

していないという実態があるということは、前回お話をさせていただきました。そうい

うようなことから、この数字というのは、ちょっと現実と乖離しているのではないかと

いうふうに私は考えます。  

  そこで、この５３ページの中段、三つ目の丸にありますけれども、「入所施設定員数

のあり方については、引き続き検討を進める必要があり、そのためには今後これまでの

実績を踏まえて、入所待機者の実態について、区市町村と連携して把握する必要があり

ます」というふうに、前回の計画では書いてあります。  

  この実態把握というのは、最終的にはどのような実態になったのでしょうか。その点

を１点教えていただきたいと思います。  

○松矢部会長  よろしいですか。  

○小川課長 まず、ご指摘の点でございます。なぜ７，３４４なのかというところが、ま

ず根っこになると思います。第３期の計画の折には、計画の策定の方針の中で、平成１

７年１０月が７，３４４という数字になっていると思いますけれども、ここを基準とす

るということが書かれておりましたので、７，３４４の数字の根っこはここにあるとい
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うことでございます。３期につきましては、この数字を使わせていただいて、これ以上

ふえないようにしますという内容でございます。  

  第４期につきましても、実は国の指針のほうでは、入所施設に入っている方について

は、４％以上削減せよというのが方針になっております。もっと削減しろというもので

ございますけれども、実際には入所施設に対する待機をされている方、あるいはニーズ

があるというところを踏まえまして、この数字については、国の方針とは違うんですけ

れども、都として維持していきたいという方向で、７，３４４という数字を維持してい

るところでございます。 

  実績として、これよりも多いじゃないかというのは、もうそのとおりでございまして、

実際、この間におきましても、真に必要なということで、入所施設の空白の期間につき

ましては、入所施設をつくることを認めてきております。というふうなところもござい

まして、ふえているという実態があるというふうにご理解いただきたいと思います。  

  それとは別に、大きな流れ、方向性といたしましては、委員からご指摘のとおり、地

域移行というのが大きな目標でございますので、地域移行を進めていく。地域移行を進

めていくために、地域でお暮らしいただけるように、グループホームの整備やショート

ステイの整備というのもふやしていこう。在宅サービスについても、きちんと充実をし

ていこうと。それでもって地域の生活を支えていって、地域移行ができるようにしてい

こうというふうな考え方で、一応、この計画素案を書かせていただいているという状況

でございます。  

  以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

○加藤委員 いや、実態を。ここに書かれている実態調査というのをされたんだと思いま

すので、その報告をお願いいたします。  

○小川課長 区市町村のほうにヒアリングという形でさせていただいて、減っていないと

いう状況を把握しているところでございます。その数字として、今、把握した７，３４

４よりも多いということをご報告さしあげたという状況でございます。  

○加藤委員 ちょっとすみません。一人だけ長くなって申しわけない。端的にお話ししま

す。 

  そういう数字をつかまえるという意味じゃないんじゃないんですか、ここに書かれて

いることは。そのあり方をどうしたらいいのか、どういう実態が地域でそれぞれあるか

らという、その実情を把握した上で、この施設定員の目標というものが設定をされると

いう、そういうことじゃないんでしょうか。  

  それと、何度も私、申し上げていますように、地域生活移行を全く否定しているもの

ではありません。ただ、現実に施設の中でなければならないという障害を持っている方

もいるという現実もあるという、これは釈迦に説法で、十分ご承知のことだとは思いま

すけれども、その上に立っての私の質問です。  
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  それと、先ほど笹川委員からもお話がありましたけれども、非常に福祉の計画、膨大

な内容の中で、いろいろな質問を、本当は実態がどうなのかというのを承知した上で本

当は発言したいんですが、そうもなかなかいかないんで、今、端的にここのところをち

ょっとお聞きしたんで。課長の今のお答えの認識はちょっと違うんじゃないでしょうか、

この計画に書かれていることと。そういう意味なんですか、ここに書いてあることは。  

○小川課長 お話のとおり、何が何でも地域移行などという考え方を持っているわけでは、

もちろんございません。ただ、地域でお暮らしいただけるというのが理念のほうにも書

かせていただいている、東京都の大きな目標でありますので、その方向で施策を進めさ

せていただいているというところでございます。  

  委員からご指摘のありました、何を実態と呼ぶのかという部分につきましては、申し

わけありません、今ちょっとご説明できる内容がございません。  

○加藤委員 じゃあ、まとめてお話しします。 

  本当は、その実態というのを承知した上で発言したかったんですけれども、結論的に

私申し上げますと、こういうことで数字的にも長きにわたって、現実の実態というのが

なかなかこの目標に届いていないという実態が、地域移行のほうもそうですし、あるわ

けなので、その点は、今、課長がおっしゃったように、国の基準よりもさらにいい条件

で東京都としては努力していくよということで目標を立てていらっしゃるわけですから、

そのことを今回、より現実に近い形に変えた目標にしていただくということが、私は必

要なのではないだろうかというふうに思います。結論的には一つ。  

  それから、先ほど来申し上げている、実態把握の必要がありますというのは、今回の

素案の中には全く触れられてませんけれども、やはりこういう文言というのは触れるこ

とによって、絶えず実態を把握して、現実に、実際に目標を達成できるような状況をつ

くり出していくということを心がける必要があるのではないかというふうに思います。  

  今回の素案は、今日提案されている１４ページの内容ですけれども、いろいろ書いて

あって、以上のような状況からというふうにまとめ的に書いてありますけれども、どう

してこういう、以上のような状況から今回も目標値が変わらないのよというふうに結論

が出てくるのか、正直わかりませんでした。  

  以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございます。それでは、ここで第１の議題についての時間が来

ておりますので、第２のほうのその他の、２番目の柱でございます福祉以外の分野につ

いてということで、資料としては先ほど事務局のほうから説明がございましたけれども、

こちらの部分についての意見がありましたら、とりたいと思います。どうぞ。  

○柴田委員 福祉以外のということになりますかどうか。１０ページで、移動支援が地域

生活支援事業に含まれてはいるんですが、自立支援法の前の支援費制度の時代は、これ

は現在でいう訪問系サービスの一部であったわけです。自立支援法で地域生活支援事業

の中にされているわけですが、地域で暮らす場合には、知的障害関係では重要な制度で
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すので、特段に強化をするような記述をお願いします。  

  その次に、権利擁護のところですが、成年後見制度は権利擁護のために大事な施策で

はありますが、現在は、補助・保佐・後見という三つの類型がある中で、成年後見類型

というものが特別に多いわけですね。８５％がそれになっていて、知的障害関係でも、

かなり障害の軽い人でも後見類型にされているという問題があります。  

  障害者権利条約では、特に後見類型については非常に厳しい批判がされています。本

人の権利を剥奪した上で後見人が決定するという仕組みですので。これについては、も

ともとは非常に障害の重い、意思表示が極めて難しい方を想定した制度であるはずなの

に、運用の中では安易に、補助とか保佐を検討しないで、成年後見類型を初めから適用

するというような実態があります。  

  そういう点で、単純に利用促進とは言い切れないところがありますので、その点を踏

まえて、適正な運用ということを加えていただきたいと思います。それが２点目です。  

  その次に、災害時要援護者対策のところで、要援護者名簿として国のモデルで、ある

市町村の例として、療育手帳の重度の人、身体手帳の１度、２度、精神の１度、２度だ

けというのが示されているんですね。そうしなさいと国が言っているわけではないんで

すが、ほとんどの市町村がそれをまねして作成しています。  

  しかし、実際に災害が発生しますと、比較的障害の軽い人、特に知的障害の３度、４

度の人たちも、ふだんとは違う状況に陥るものですから、さまざまな支援が必要になっ

てきます。この要援護者名簿の中に、手を挙げる人だけということでいいかもしれませ

んけれども、障害の軽い人も入れるように検討していただきたいと思います。それから

ヘルプカードの活用について、非常に重要なシステムでありますので、これも加えてい

ただきたいと思います。 

○松矢部会長  はい、どうぞ、大塚委員。  

○小川課長 先によろしいですか。  

○松矢部会長  はい。じゃあ、どうぞ。  

○小川課長 柴田委員のご意見についてです。  

  まず、移動支援の問題なんですけれども、移動支援について実際は使い勝手が悪いで

あるとか、あるいは利用したいときに利用できないだとかという苦情とかご要望が強い

というところは、我々も認識をしております。地域生活支援事業の補助の事業のほうに

入っておりますが、皆さんのご要望としては、これはいわゆる個別給付のほうで対応す

べきではないのかなという内容だと思います。これは、残念ながら国の制度でございま

すので、国にはその情報をお伝えしていくという形で考えて、今もそれはお伝えしてい

るという状況でございます。  

  次に、成年後見制度の利用促進のところは、まずは利用促進をしていただいてという

ところは共通の認識だというふうに思っております。ただ、そこの運用の中身について

は、制度そのものの中身、法制度の中になりますので、ちょっと書きぶりとしてどこま



－23－ 

で書けるのか、踏み込んで書けるのかは難しいところだというところは、ご理解を賜り

たいと思います。  

  あと、災害時要配慮者の名簿の問題、これは導入されたときにもプライバシーの問題

とかがありまして、非常に議論があったところなんでございますが、資料のほうにも書

いてあるとおり、名簿に掲載する者の範囲については、区市町村のほうで定めていくん

だということになっておりますので、そこは幅広く地域の中でご議論をいただいて、中

には私はと言う人もいるかもしれませんので、一律に線を引くというよりも、地域で合

意形成をした上で、じゃあここまでを範囲にしましょうというふうにやっていただけれ

ばというふうに思います。  

  あと、ヘルプカードにつきましては、これまでも都のほうで区市町村のほうに促進を

働きかけてまいりまして、ほぼほぼ、島を除いたところでは、各区市町村でつくってい

ただけるかなというあたりまで来ております。あとは、これを区市町村のほうで、どう

活用していっていただけるのかという段階だということだけご報告をしておきたいと思

います。  

  以上です。  

○松矢部会長 それじゃあ、大塚委員、どうぞ。  

○大塚委員 大塚です。先ほどの障害福祉以外の分野ということでのご説明で、資料の６

で、東京都子供・子育て支援事業支援計画（仮称）の策定というもののご説明がありま

したけれども、国の指針においても、子育て支援に係る施策との連携を障害者福祉計画

などにきちんと位置づけなさいと。  

  例えば、障害児支援の体制整備に当たっては、子ども・子育て支援法に基づく子育て

支援施策と緊密な連携を図るとか、母子保健施策との緊密な連携を図るとか、あるいは

都道府県と市町村の障害児支援を担当する部局と、子育て支援の担当部局がきちんと連

携しながら支援する体制を構築するということが書かれています。  

  この二つの観点からいうと、つくられた計画素案の２１ページの、１の障害児支援に

求められる役割の二つ目の丸で、保育・教育等との連携というのを書かれているんです

けれども、具体的に先ほどの子供・子育て支援事業支援計画との関係であるとか、ある

いは、もう少し関係部局との相互の連携による支援とかということについては、どこか

に書かれているのでしょうか。そういうものがあったほうがいいと思うのですが、いか

がでしょうか。  

○松矢部会長  はい、どうぞ。事務局、どうしますかね。そこを書き加えていくかどうか

ですね。  

○小川課長 大塚先生、ベースは国のほうから提示されました、あり方の検討会の中の内

容等を踏まえまして書かせていただいている部分でございますので、その方向性を踏ま

えて、ちょっと検討させていただきたいと思います。  

○松矢部会長  ありがとうございます。ほかにどうでしょうか。  
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○小倉委員 小倉です。保健医療計画、資料４の３ページの左側の第６節の障害者施策と

いう中の二つ目のところに、重症心身障害児（者）の在宅での療育体制の充実というの

が書かれているのですけれども、この事項と、素案の中の１９ページの一番上のところ

に書いていただいているところと、ちょっと関係するところなんですけれども。  

  介護保険におけます療養通所介護事業所というところが、この障害のほうの施策の事

業をあわせて実施する事業所として認定を受けた場合に、いわゆる重症心身障害児ある

いは者の方々で医療ニーズの高い方に関して、積極的な通所支援、あるいはそこの場で

の泊まりといったような事業を実施してくださっていまして、そこでは、この保健医療

計画の中にも書かれています、いわゆる療育支援という、医療の側からのいろいろな療

育・発達支援というものでとても成果を上げていることを、他県でのいろいろな取り組

みの中から見聞きしております。  

  残念なんですけれども、東京都におきましては、この介護保険の中での療養通所介護

事業所というのがほとんどできては消え、できては消えという状況で、医療依存度の高

い成人の方々、人工呼吸器をつけた難病の方などもそうなんですけども、その方々も通

所として利用できず、また、小児難病で先ほど重心の方々のほうからも話がありました

けれども、呼吸器をつけている方々など医療依存度の高い方々が通所をして、そこで体

の安全を守られ、かつ成長発達を促されるというサービスが、東京ではほとんど利用で

きない状況にあります。 

  ですので、この素案の中にレスパイトとかご家族の介護負担の軽減という意味からも、

通所等の支援は必要なんですけれども、それに加えて、この保健医療計画のほうにも書

かれていますように、より積極的な意味での療育・発達支援。それから、先ほど余暇の

支援ということもあったかと思いますし、それを社会参加という言い方にする場合もあ

るかと思うんですけども、そういった意味でも通所の施設の整備ということで、その中

で、かつ他制度になりますけども、介護保険の中で、その事業所が同じように障害の施

策の事業所となったときに大変な効果を上げていますので、そういったことについての

方向性についても、何らかの形でお示しいただけたらと思いました。  

  以上です。  

○松矢部会長  ありがとうございます。  

○小川課長 小倉委員の、ちょっと私も勉強不足で恐縮ですが、介護保険の施設というこ

とでありますと、原則、対象は６５歳以上ということなんでしょうか。  

○小倉委員 いえ、介護保険の施設の療養介護通所の事業所で、同じように障害のほうで

の事業を実施する事業所として認定を受けることができまして、何年からでしたっけ、

ちょっと今、私手元に細かくはないんですけども、具体的に言いますと児童発達支援で

すとか、放課後等デイサービスとか、そういったものをその療養通所介護事業所で実施

することができる等となっています。それが、他県で本当に成果を上げていらっしゃる

んですね。とてもうらやましいです。  
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  そこで若年の、介護保険に該当しない難病等の方々も通所ができるということであれ

ば、医療依存の高い方が安全に、安心して在宅生活を継続するというところに寄与する

ということと、加えましてそこで泊まりができるというところで、介護保険のほうでは

療養通所介護事業所での泊まりは制度としてはないんですけれども、障害のほうではた

しか組み合わせでできたように記憶しておりまして、そうしますと、日ごろ通っている、

通所した先でお泊まりが必要なときにはできて、それはご本人にもご家族にもご負担が

少なく、いわゆる事前の申し込みでのショートステイの入所とかとはまた違った形でニ

ーズを満たすことができるので、非常に重要な事業ではないかと思っております。  

○小川課長 わかりました。  

○松矢部会長  じゃあ、それは具体的に資料を提供していただくということでよろしいで

すか。 

○小倉委員 はい、わかりました。  

○松矢部会長  はい、それじゃあ越智委員、どうぞ。  

○越智委員 東京都聴覚障害者連盟の越智でございます。そのほかについて意見を申し述

べる前に、素案について一言申し上げたいと思っております。  

  拝見をしまして、いろいろと申し上げたいことがありますし、心情的には笹川委員の

お気持ちに近いところを持っておりますが、ただ、さっきの会議で小川さんがおっしゃ

っていた地域格差を解消するためには、区市町村、都道府県レベルでは限度があるとい

うこと、国レベルでの整備が必要というご意見も理解ができます。今後、例えば国レベ

ルで情報・コミュニケーション法ですとか手話言語法を進めて現在おりますので、その

法整備に集中をして見ていきたいと思っております。  

  それとは別にしまして、この中で資料の５につきましてなんですが、福祉のまちづく

りというところで、私も委員として参加をしております。その委員の中で、フランチャ

イズ関係の団体の代表の方も参加をしておられまして、その方のお話の中で、例えば同

じチェーン店で、例えばコンビニなどにつきまして、地域支援を考えているというお話、

あり方としては、例えば駆け込み寺みたいな支援も考えられるというような説明をいた

だいたときがありました。  

  先ほどの矢野委員のお話の中でも、いざというときに警察以外には頼るところがない

というお話が出されましたけれども、東京はたくさんの店がある場所であります。そう

いうような民間の支援も、今後計画の中では取り入れていくべきではないかなと思って

います。言い方としましては、民間の社会資源を活用する、内容も計画の中に盛り込ん

でいけばよろしいのではないかと思いますが、いかがなものでしょうか。  

○松矢部会長  はい、ありがとうございます。今のことについて、矢野委員、何かござい

ますか。越智委員の意見に対して。  

○矢野委員 私は、警察しか頼るところがないと言ったわけではございませんで、一番最

後の砦としては警察官の理解だろうなということを申し上げました。私たちの団体のほ
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うでも、このまちづくりのほうに委員を出させていただいております。今は交通事業者

とかコンビニ、そういうところの方たちも大変、知的障害の方に対する支援というか、

その特性について学びたいということをしていただいて、大変感謝しております。  

  以上です。  

○松矢部会長 ほかにいかがでしょうか。はい、どうぞ。  

○佐田委員 障都連の佐田です。二つほど意見を述べたいと思っているんですが。  

  一つは、２３ページの児童・生徒一人一人に応じた教育の推進というところなんです

が、特に教育環境の整備というのは、もう待ったなしなのではないかなと思っています。

私はことしの教室の不足を一応計算したんですが、ことしは７５０教室不足しています。

この前の議会で教育長が答弁したときには、４７０教室は一応整備するということで言

われているんですが、これだと追いつかないんですよね。そういった点では、これは本

当に人権の問題にもなるんじゃないかと。通常の学校であったらもうあり得ないことが、

いわゆる障害のある子供たちのところで起きているということ自体、早急にやっぱり改

善していくという方向をとる必要があるんではないかなと思っています。そのことが１

点です。  

  それから、あとまちづくりにも災害時にも、教育にとっても結構大事なんじゃないか

と思っていることなんですが、小中学校のやっぱりバリアフリー化、高校も含めてだと

思うんですが、バリアフリー化をもっと積極的に進めていく必要があるんじゃないかと。

特に災害時のときは、大体地域の小中学校が避難所になっていくと思うんですが、ここ

は相当やっぱりあれですよね、バリアフリーじゃなくてバリア化になっていますので、

そういった点では、いざというときに使えないということにもなりますし。  

  教育の面でいうと、やっぱり障害のある子供たちを受け入れるということになれば、

それなりに必要な多機能のトイレとか、それからエレベーターとか、そういったものが

必要になってくるのではないかと思っているんですが、そういった点でもぜひ、この点

も少し検討していただいて、これは本当に福祉保健局だけでできる話ではありませんの

で、本当にいわゆる関係するところで話を進めていただけるといいかなと思っています。  

  以上です。  

○松矢部会長  それでは、柴田委員、どうぞ。  

○柴田委員 教育のところなんですが、特別支援学校のことは今おっしゃったとおりだと

思います。そのほかに、東京都教育委員会は、特別支援教室という、それぞれの小中学

校の中で、特別な支援を必要とする子供たちの新たな仕組みをつくろうとしています。

これは非常に重要な仕組みだと思われます。東京都独自のやり方のようですが。普通学

校における比較的軽い知的障害、あるいは発達障害の子供たちへの個別的な支援の充実

についても触れていただきたいと思います。  

○松矢部会長  では、事務局、どうぞ。  

○小川課長 まず、越智委員からのお話がありましたように、民間も協力を求めていくべ
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きではないかという話だったと思います。当然ながら、社会の中で高齢者も子供も障害

者も、みんなが共生していける社会をつくっていくというのが大きな目標でございます

ので、その中には当然行政であったり企業であったり、いろいろな方々が同じような方

向性を持って協力してやっていっていただけるというのが原則になってくるというふう

には思っております。そういう理解がどこまで行くのかというのは、またわからないん

ですけれども、方向性としては、みんなで社会をそういう社会に変えていこうというも

のだというふうに認識をしております。  

  二つ目の、学校等の耐震化というか、バリアフリー化だったと思います。都のほうで

は、東京都の建築安全条例であるとか、もちろんバリアフリー条例であるとか、あるい

は区市町村独自に持っておりますバリアフリー条例とかというものに基づきまして、建

築整備を進めていっているところでございます。災害はいつ来るかわからないので、早

急にやるべきだというご意見は、そのとおりだとは思うんですけれども、そもそも既存

の建物について改造を加えるとなると、いわゆる建物の構造上の問題であるとか、いろ

いろな問題が発生してくる部分だと思っております。なので、大規模改修であるとか建

てかえであるとかというときには、基本的に現行法令に基づいてきちんとバリアフリー

にしていくと。それプラスアルファできるところはやっていくという形になるのかなと

いうふうに、現時点では思っております。  

  それから、柴田委員の特別支援教室の話につきましては、ちょっと私、専門ではござ

いませんので、教育分野のほうにお伝えしておきたいということでお許しいただきたい

と思います。  

○松矢部会長  はい、どうぞ。  

○小澤委員 小澤ですけれども。私、ちょっといろいろ考えていたんですが、正直言いま

して、加藤委員と笹川委員のご意見に関しましては私、深刻にやっぱり受けとめており

まして。  

  それで、私は副部会長という立場なので、実は今それで、この目次と構成を改めて見

て、実は極めて重要な事項が落ちているということに気がついたんですね。というのは、

今回、ＰＤＣＡサイクルを導入するという、最も重要な柱立てが障害福祉計画の、はっ

きり言うと指針の要でしたよね。そうだとしたら、これを例えば１章か、あるいは３章、

要するに新３章かはわからないんですけど、やっぱり施策のモニターとそれから評価、

このシステムをきっちり書かないとだめかなと。過去の計画も実はあるんですよ。ある

んだけど、ＰＤＣＡという考え方を出されてないし、施策のモニターとか評価という考

え方も、要するにそんなに書かれてないんですね、１行か２行かで。今回の計画の目玉

というのは、もうそこに尽きているんですね。なので、正直にいいまして、今から根本

的な議論をしても、多分、通常考えると時間切れだろうというふうに当然考えるわけで

す。そうだとしたら、この話は当然ですが継続的に、やっぱり点検・評価をする仕組み

をきっちり示すというのは全く重要なことかなと。 
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  特に、加藤委員のご指摘はそのとおりだと思うんです、正直言いまして。従来、この

ような途中でなぜこの数字なのかと、どうしてなのかと、どういう背景なのかと。本来、

計画というのはそういう分析をした上でやっぱり提案するものなんだけれども、毎回、

もうこうなりましたという、そういう議論になるんです。だから、今回やっぱりＰＤＣ

Ａということを前提に置いているので、ここはやっぱりきっちり書くところをどこかに

設けないといけないなということです。  

  あと、もう１点だけ申し上げますと、権利条約の話を書いてますけど、権利条約は実

は今の話と非常に同じ構造があって、２年後にモニタリングレポートを書かなきゃいけ

ないんです。それは国の仕事だと言って逃げることはできるんですけど、でも、東京都

としてどう考えるかは、多分問われると思うんですよ、権利条約批准後２年間の間に。

ということは、当然モニターの話になるので、この問題はやっぱりそういったことを書

いておいて初めて、これは障害福祉計画になると私は思うんですね。 

  ちょっと最後、私は立場的に何か解決しないといけないかなと。別に東京都、事務局

のほうの回答が余りクリアじゃないので、私もちょっと考えさせられたことだったので、

ちょっと最後に一言発言させていただきました。 

  以上です。  

○松矢部会長  はい、ありがとうございます。もう一方ぐらい、いらっしゃいますか。は

い、斉藤さん、どうぞ。 

○斉藤委員 都精連の斉藤です。  

  まず、初めに申し上げたいのは、精神障害者はほとんどの人が薬を飲んでいます。そ

れで、おくすり手帳を私はいただいて、シールを張っていただいて、飲んでいる薬は全

てそこに明記されているわけですが、自分はおくすり手帳が無料で配付されているんで

すけれども、母もぐあいが悪くて病院に通っていまして、母におくすり手帳持っている

のと聞いたら、有料だから断ったというふうに言うんですよね。もしかしたら、母は健

常者だから、障害者じゃないからおくすり手帳が無料にならないのかどうか、ちょっと

そこのところはわからないんですけれども、母もちょっと意固地なところがあるんです

けれども、生活が裕福ではないというところで断っているのかもしれないのですけれど

も、おくすり手帳が全ての人に無料で配付されるようになったらいいなというふうに思

います。  

  それで、もう一つは、精神障害者はお薬を飲んでいるんですけれども、いつ何が起こ

るかわからないということで、お薬を１日か二日分持ち歩いている人もいるんですけど

も、不安だということで全て、もらって所持している薬をいつも全てリュックに入れて、

不安だから持ち歩いているという知り合いもいます。何かあったら困るからだというふ

うに言っていました。  

  それで、おくすり手帳を所持していて、それで震災とか何かがあったときに、そのお

くすり手帳を提示することによって、お薬が速やかにいただけるような、そういう流れ
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ができたらいいというふうに思います。やはり、精神障害者はお薬を飲んでいて途絶え

てしまうと、大体１週間もすれば、ぐあいが変化してきて悪い方向に行ってしまいます。

それで、震災がたとえ起きた、起きないにこしたことはないんですけれども、起きた場

合、速やかにおくすり手帳の提示によってお薬がいただけるような、そういう流れにな

ってほしいというふうに切に願います。  

  以上です。  

○松矢部会長  はい、ありがとうございます。そろそろ時間が来ましたので、事務局のほ

うから、次回等の連絡をお願いしたいと思います。  

○小川課長 本日は貴重なご意見を賜りまして、まことにありがとうございました。次回

は第６回専門部会となります。年明けの１月２６日月曜日の開催を予定しておりますが、

年度末まで期限も限られているところ、協議会総会としての意見をまとめていく必要が

ございますので、次回につきましては総会の委員全員にお越しいただき、拡大方式によ

る開催という形にさせていただきたいというふうに考えてございます。また、２月に入

りまして５日の日に第３回の総会を開催して、協議会としての意見をまとめさせていた

だく予定で調整しているところでございます。  

  以上です。  

○松矢部会長  一応、年度初めに立てた計画ということで、あと２回の委員会は全体委員

会になります。一応、専門委員会単独の意見を詰めていくというのはきょうで終わって

しまうのですが、私もなるべく意見は言いっ放しじゃなくて、入れるべきところは、書

きぶりはなかなか難しいんですけれども、工夫して反映できるように努めていくべきで

あろうというふうに考えております。  

  それで、１月はまとまった形の素案というか案が出てくると思いますが、その前に皆

さん方が今までのご意見の中で、まだ言い足りなかった部分とか、あるいはもう少し構

造化して、このところをこんなふうにあらわしたらどうかというようなご提言がありま

したら、年内中に事務局のほうに出していただきたいと思っております。  

  一応、事務局としては非常に大変な作業でありますけれども、我々正副委員長も、事

務局とともに素案づくりをしていきたいと思ってますので、ぜひ年内中に、そういうご

意見がありましたら、事務局のほうに出していただけるとありがたいと思います。  

  時間が来ましたので、きょうのところはこれまでにいたしたいと思いますので、次回、

２６日になりますけれども、よろしくお願いいたします。  

○小川課長 ありがとうございました。  

（午後８時５７分  閉会）  

 


